
小特集 エネルギー価格高騰への対応（2） 

外国の立法 No.294-2（2023.2）     国立国会図書館 調査及び立法考査局 

【ベルギー】エネルギー危機の影響を軽減するための支援に関する法律 
 

海外立法情報課 奈良 詩織 

 

＊2022 年 10 月 30 日、エネルギー危機の影響を軽減するため、納税期限の延長、エネルギー

関連の各種手当の支給等、企業、労働者及び市民への支援を図る法律が制定された。 

 

1 制定の背景 

 ベルギーでは、特に 2021 年以降、COVID-19 に関連する自粛明けの経済活動の再開に伴い、

天然ガス及び電気の需要が拡大し、価格が高騰した1。さらに、ロシアのウクライナ侵攻の影響

がこの価格高騰に拍車をかけ、企業、労働者及び市民の生活を圧迫している。2022 年 10 月 30

日、こうした圧迫の影響を軽減するために、「エネルギー危機の結果として行われる一時的な

支援措置に関する法律」2が制定され、同年 11 月 3 日に公布され、第 3 章、第 7 章及び第 9 章

は同日に3、その他の章の規定は同月 13 日に施行された。 

 

2 主な内容 

本法律は、全 9 章 74 か条から成る。構成は、第 1 章（第 1 条）：一般規定、第 2 章（第 2 条

～第 7 条）：財政、第 3 章（第 8 条～第 17 条）：経済、第 4 章（第 18 条～第 24 条）：雇用、

第 5 章（第 25 条～第 31 条）：年金、第 6 章（第 32 条～第 33 条）：個人事業主、第 7 章（第

34 条～第 62 条）：電気・ガス関連の手当、第 8 章（第 63 条～第 65 条）：暖房手当、第 9 章

（第 66 条～第 74 条）：裁判である。 

（1）所得税の納付期限の延長（第 2 章） 

①雇用主が源泉徴収した所得税の納付期限及び②被用者による源泉徴収額の不足分の支払期

限を延長する。①について、ベルギーでは、源泉徴収は 1 か月ごと又は四半期ごとに課税対象

期間の翌月 15 日までに納付しなければならない。これについて、2022 年 11 月分及び 12 月分

又は 2022 年第 4 四半期分の納付期限を延長し、2022 年 11 月分の納付期限は 2023 年 2 月 15 日

まで、2022 年 12 月分及び 2022 年第 4 四半期分の納付期限は 2023 年 3 月 15 日までとする（第

2 条）。②について、ベルギーでは、課税年度の翌年 6 月 30 日までに被用者が所得申告を行い、

翌々年に税務当局から送付される賦課決定通知書に基づき、源泉徴収額に不足があった場合、

当該通知書の送付日又はオンラインでの閲覧開始日から 2 か月以内に不足分を納付する必要が

ある。これについて、この納付期限を 2 か月延長し、上記の日から 4 か月以内とする（第 3 条、

第 4 条）。 

（2）灯油券の増額・給付申請期間延長（第 3 章） 

エネルギー価格高騰の影響を緩和するための灯油券（Chèque mazout）の支給額を引き上げ、

給付申請期間を延長する。灯油券は、2021 年 11 月 15 日から 2022 年 12 月 31 日までの間に主

 
＊ 本稿におけるインターネット情報の最終アクセス日は、2023 年 1 月 16 日である。 
1 “Flambée des prix de l’énergie : comment en est-on arrivé là ?,” 2022.8.31. rtbf.be website <https://www.rtbf.be/artic

le/flambee-des-prix-de-lenergie-comment-en-est-on-arrive-la-11056716> 
2 Loi portant des mesures de soutien temporaires suite à la crise de l’énergie. <http://www.ejustice.just.fgov.be/eli/loi/20

22/10/30/2022042479/moniteur> 
3 第 9 章は 2022 年 12 月 31 日をもって効力を失った。 
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たる住居の暖房用の灯油又はプロパンガスを購入し、配達された全世帯に一律 225 ユーロ4を支

給するものであり、申請期間は 2023 年 1 月 31 日までであった5。これについて、給付額を 300

ユーロに引き上げ6、申請期間を 2023 年 4 月 30 日まで延長する（第 8 条）。これに伴い、対象

となる灯油又はプロパンガスの購入・配達期間も同年 3 月 31 日まで延長する。 

（3）電気・ガス関連の手当（第 7 章） 

 2022 年 9 月 30 日時点で個人用住居のために電気・ガスを契約している全世帯に、電気につ

いて 122 ユーロ及びガスについて 270 ユーロがセットになった手当を支給する（第 36 条、第

43 条）。この手当は、2022 年 11 月分及び同年 12 月分の請求額（予定額を含む。）からのそれ

ぞれの金額の控除という形で支給される（第 38 条、第 45 条）。請求額が控除額を下回る場合、

2023 年 1 月 18 日までに電気・ガスの供給者を通じて差額が支給される。受給対象者のうち一

定額以上の所得がある者にはエネルギー特別負担金（cotisation spéciale énergie）が課される。 

（4）債権者による債務者の給料の差押え条件の変更（第 9 章） 

 ベルギーでは、債権者が債務者たる労働者の給料を差し押さえる場合、その給料に応じて 5

段階の差押え可能額が設定されている。エネルギー危機で業績が悪化した企業に勤務する債務

者は、給料の差押えにより更なる債務を負う可能性があり、そのような債務者を救済するため

に、この額をそれぞれ 20%引き上げる（第 66 条）。例えば、通常は給料が月額 1,186 ユーロ以

下の場合に差押え不可であるが、この措置により、月額 1,424 ユーロの場合に差押え不可とな

る。この措置は、2022 年 11 月 3 日から同年 12 月 31 日までの間のみ適用される（第 67 条）。 

 

3 その他の動き―原発再稼働― 

現在、ベルギーでは、1975 年に稼働開始したドール 1 号機、同 2 号機及びティアンジュ 1 号

機、1983 年に稼働開始したティアンジュ 2 号機、1985 年に稼働開始したドール 4 号機及びテ

ィアンジュ 3 号機の全 6 基の原子炉が稼働している7。これらはいずれも稼働開始から 40 年後

までに稼働停止するものとされており8、全ての原子炉が 2025 年までに稼働停止する予定であ

る9。しかし、ベルギーでは、ロシアのウクライナ侵攻等により将来の電力不足が予想されるこ

とから、脱原発の方針の転換を余儀なくされている。2022 年 3 月、ベルギー政府は、国内の原

子炉の中で最も新しいドール 4 号機及びティアンジュ 3 号機の稼働延長を決定し、2023 年 1 月

9 日、フランスのエンジー社（Engie）10との間で稼働条件等について合意が成立した11。これら

2 基は、2025 年の稼働停止後、2026 年 11 月に再稼働され、2035 年まで稼働する予定である。 

 
4 1 ユーロは 144.8 円（令和 5 年 1 月分報告省令レート）。 
5 Loi du 26 juin 2022 visant à octroyer une allocation pour l’acquisition de gasoil ou de propane en vrac destinés au chauffage 

d’une habitation privée. <http://www.ejustice.just.fgov.be/eli/loi/2022/06/26/2022032653/justel> 
6 対象世帯のうち、既に 225 ユーロを受給した世帯には自動的に追加の 75 ユーロを給付する。 
7 なお、1982 年に稼働開始したドール 3 号機は、2022 年 9 月に稼働停止した。 
8 Loi sur la sortie progressive de l'énergie nucléaire à des fins de production industrielle d'électricité. <http://www.ejust

ice.just.fgov.be/eli/loi/2003/01/31/2003011096/justel> 
9 ドール 1 号機、ドール 2 号機及びティアンジュ 1 号機は当初の予定を 10 年延長して 2025 年まで、ティアンジュ 2
号機は 2023 年まで、ドール 4 号機及びティアンジュ 3 号機は 2025 年までに稼働停止する予定である。Loi modifiant 
la loi du 31 janvier 2003 sur la sortie progressive de l’énergie nucléaire à des fins de production industrielle d’électricité. 
<http://www.ejustice.just.fgov.be/eli/loi/2022/10/11/2022033914/justel> 

10 ベルギー国内の全ての原子炉を保有・運転するエレクトラベル社（Electrabel）の親会社。 
11 “Prolongation de Doel 4 et Tihange 3 dès novembre 2026: voici ce qu’ont conclu Engie et le gouvernement,” 2023.1.9. rtbf.be 

website <https://www.rtbf.be/article/prolongation-de-doel-4-et-tihange-3-des-novembre-2026-voici-ce-quont-conclu-engie-et-
le-gouvernement-11133391> 
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